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② 研究項目 

・新規 OH–
イオン伝導膜の開発 

・全固体型アルカリ燃料電池の基礎基盤技術の構築 
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② 研究項目 

・アルカリ耐性多孔膜開発 

・無機 OH–
イオン伝導体の開発 
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(文中に番号がある場合は（３－１）に対応する) 

 

全固体型アルカリ燃料電池は、卑金属を含めた多様な金属触媒を用いることができるため、触

媒材料の自由度から高電位で運転できる高変換効率と、多様な燃料の直接変換、低コスト化が可

能である。最大の問題は、耐熱性・耐久性のある電解質材料が存在しないことである。また、アル

カリ燃料電池の特性に合わせて、触媒層を含めた燃料電池全体のシステム設計基盤を構築する

ことも重要である。 

そこで本研究では、革新的なイオン伝導機構に基づいた耐熱性・耐久性のある OH–
イオン伝
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導膜の開発、および全固体型ア

ルカリ燃料電池開発の基盤構

築を目指して研究を行っている

(図 1)。 

昨年度までに、新規 OH–
イオ

ン伝導膜の開発へ向けて、芳香

族系アニオン交換ポリマーを多

孔質基材の微細孔中に固定化

した細孔フィリング膜を開発し、

膜中の水が官能基に強く拘束さ

れた構造水の状態でのみ存在

し、OH–
イオン伝導性と比較し

て燃料透過性を抑制できること、

および耐熱水性が向上すること

を示した。また、細孔フィリング

膜を用いた膜電極接合体による

全固体型アルカリ燃料電池を作

製し、性能確認を行った。 

本年度は、芳香族系アニオン交換ポリマーのキャスト膜および開発した細孔フィリング膜
1

につ

いて、PFG-NMR 測定により水の自己拡散係数(DH2O)を測定し、OH–
伝導度との比較を行った。

その結果、DH2O の値は細孔フィリング膜でキャスト膜の約 0.07 倍まで抑制されたのに対し、OH–

伝導度は、多孔質基材の空孔率を考慮してポリマー体積あたりで換算すると、細孔フィリングの値

はキャスト膜の 0.7 倍であった。これは、細孔フィリング膜では水の拡散が強く抑制されているにも

かかわらず、OH–
は伝導していることを表しており、構造化された水との水素結合を介したホッピン

グ機構により OH–
が伝導することを強く示唆している。 

これまでは、細孔に充填する電解質材料として、従来開発されてきた芳香族系アニオン交換ポ

リマーを用いてきた。しかし、本研究で提唱している「アルカリ雰囲気中でのホッピングによるプロト

ントランスファー機構による高速イオン伝導」を、既存の材料開発の延長線上で達成することは必

ずしも容易ではない。そこで、イオン伝導に関わる官能基を高密度かつ空間特異的に集積化した

理想的イオンチャネルのモデルを提案し、精密ミクロ層分離構造の構築へ向けた検討に着手し

た。 

また、高 OH–
イオン伝導性を広い湿度領域・広い温度領域で実現する電解質材料の開発を目

指して、無機化合物とアニオン交換ポリマーから成る有機無機複合材料の開発を行っている。無

機化合物としては、層状化合物である Layered double hydroxide (LDH)に着目しており、本年

度は LDH の粒子径を制御し、イオン伝導度との関係を評価した。合成条件の検討により、数十 

nm 程度の小さい LDH を合成したところ、図 2 に示すように粒子サイズの減少に伴いイオン伝導

 

図 1. 本研究の構想イメージ図 
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度が増加した。従来 LDH は層間におけるイオン

伝導が主であると提唱されてきたが、本研究の結

果より LDH のイオン伝導機構では、LDH の表面

におけるイオン伝導が大きく寄与している可能性

が示された。また、3 種の金属からなる LDH や、

界面活性剤を層間に挿入した LDH を合成し、イ

オン伝導度の評価を行った。特に、層間挿入物質

として両性界面活性剤であるグリシンベタインを用

いた場合は、通常の LDH と比較して 80℃、20%

相対湿度(RH)でのイオン伝導度が増加した。以

上の結果から、LDH の表面をより有効に活用する

ための剥離等の材料設計や、層間距離の制御に

より、LDH 単独でも高いイオン伝導度が得られる

可能性が示唆され、今後はポリマー材料との複合

化と合わせて検討を進めていく。 

さらに、全固体型アルカリ燃料電池開発の基盤

構築へ向けて、細孔フィリング膜を用いた膜電極

接合体による全固体型アルカリ燃料電池の評価を

行った。
4

アルカリ燃料電池では、カソードで水が

反応により消費され、アノードで水が生成するため、

プロトン伝導型の固体高分子形燃料電池とは水

の移動挙動が全く異なる。そこで、燃料電池作動

条件下での水のマスバランスを測定し、水の移動

挙動を解析した。その結果、図 3 に示すようにアル

カリ燃料電池ではアノードからカソードへ水が移動

していることが示された。これはカソードからアノー

ドへ水が移動する通常のプロトン型燃料電池とは

逆方向の水移動である。また、水移動を表現する

計算モデルを作成し、セル入口湿度を制御するこ

とで電池性能が向上する可能性が示唆された。実

際に湿度制御を行って発電試験を行ったところ、

図４に示すように電池性能が向上した。また、アル

カリ燃料電池の特性を考慮した新規カーボン担体、

触媒金属粒子の合成・評価に着手した。今後は、

全固体型アルカリ燃料電池開発の基盤構築に向けて、LDH を用いた全無機材料触媒層、およ

び LDH とアニオン交換ポリマー極薄膜の複合型触媒層の開発へ向けた検討を進める。 

 

図 2. LDH のサイズとイオン伝導度の関係

(30℃、95%RH) 

 

図 3. 全固体型アルカリ燃料電池における

水移動の解析結果 

 

図 4. 湿度制御によるセル性能の向上 
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